
第 67回 定時株主総会

招集ご通知
2023年4月1日～2024年3月31日

日時 2024年６月25日（火曜日）午前10時
（開場：午前9時）

場所
東京都中野区中野４丁目10番２号
中野セントラルパーク カンファレンス

証券コード：2915

お土産のご用意はございません。

第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件

決議事項

2024年６月24日（月曜日）
午後６時20分到着分まで

インターネット等及び郵送による
議決権行使期限



平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当事業年度は、原材料・エネルギー価格の上昇や高病原性鳥インフル

エンザの感染拡大による鶏卵不足と鶏卵価格の高騰により大きな打撃を
受けましたが、全社一丸となって利益回復に向けた価格改定、商品統廃
合、徹底した効率化を最優先に進めたことで、中期経営計画3か年の目
標を達成することができました。
2024年4月からは新たな中長期経営計画『KENKO�Vision�2035』が
スタートいたしました。持続的な成長のために抜本的な改革と企業価値
の更なる向上を目指すため、当社としては初となる長期的な視点の計画
を策定いたしました。今後12年間をかけて、事業構造の改革から再成長、
そして進化・発展へと取組みを推進し、信用・信頼される会社、未来永
劫存続し続ける会社の実現に向けて邁進してまいります。
引き続きご支援のほどよろしくお願い申し上げます。

『チームワーク』
『チャレンジ』
『プロフェッショナル』
『アグレッシブ』
『プライド』

：わたしたちは「人」を大切に育てます。
：わたしたちは「未来」を見据えて挑戦します。
：わたしたちは「品質」「サービス」で一番になります。
：わたしたちは「変化」を楽しみ成長し続けます。
：わたしたちは「わたしたちの価値」に誇りを持ちます。

『サラダ料理で世界一になる』

守るべきもの
使命

：心身（こころ・からだ・いのち）と環境
：食を通じて世の中に貢献する。

代表取締役社長

株主の皆さまへ

行動方針（価値観）

ビジョン（目指すべきもの）

企業理念（ミッション＋パーパス）理念体系

行動方針

ミッシ
ョン＋

パー
パス

目指
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きも
の

価値
観

ビジョン

企業理念
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証券コード 2915
2024年６月６日

（電子提供措置の開始日2024年６月３日）

株 主 各 位
神戸市灘区都通３丁目３番16号

代表取締役社長 島 本 国 一

第67回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第67回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第67回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.kenkomayo.co.jp/ir/kabunushi/analyst

また、電子提供措置事項は、上記当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ
サイトにも掲載しております。以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセ
スし、銘柄名（会社名）又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を選
択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

当日ご出席されない場合も、書面又はインターネット等により事前に議決権を行使することが
できますので、電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、2024年６月24
日（月曜日）午後６時20分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

日 時 2024年６月25日（火曜日）午前10時（開場 午前９時）

場 所 東京都中野区中野４丁目10番２号
中野セントラルパーク カンファレンス

会議の目的事項
報 告 事 項 1.第67期（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

事業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

2.第67期（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

・今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.kenkomayo.co.jp/ir）にてお知らせいたします。
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議 決 権 行 使 の ご 案 内

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、下記の行使期
限までに到着するようご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛
否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせてい
ただきます。

インターネット（スマートフォン・パソコン）で議決権を行使される場合

スマートフォンをご利用の方は、同封の「スマートフォン用議決権行使ウェ
ブサイト『スマート行使』の使い方」をご参照いただき、議決権行使書用紙
に記載の「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインＱＲコード」
を読み取りいただくことで議決権を行使できます。

パソコンをご利用の方は、議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただく
ことで議決権を行使できます。
（議決権行使ウェブサイトアドレス https://www.web54.net）

議決権行使期限 2024年６月24日（月曜日）午後６時20分まで

株主総会に出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時：2024年６月25日（火曜日）午前10時 （開場 午前９時）

場 所：中野セントラルパーク カンファレンス
（会場についての詳細は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）



インターネットによる議決権行使のお手続きについて

ご注意事項
・��郵送とインターネットの両方により重複して議決権を行使された場合、インターネットにより行使されたものを、有効な議決権行使とさせて
いただきます。

・��インターネットにより複数回議決権を行使された場合、最終のものを有効な議決権行使とさせていただきます。
・�パスワードはご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、⼤切にお取り扱いください。
・��パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従いお手続きください。
・��議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問い合わせください。
株主名簿管理人 三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート

ふ0120-652-031受付時間�午前９時～午後９時専用ダイヤル

※�「ＱＲコード」は株式会社デンソー
ウェーブの登録商標です。

（1）�スマートフォンをご利用の方
（「スマート行使」によるお手続き）

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使サイトにログインすることができます。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが下記（2）の議決権行使サイトへアクセスしてください。
※ＱＲコードを再度読み取っていただくと、ＰＣ向けサイトへアクセスできます。

議決権行使書用紙右下に記載の
ＱＲコードを読み取ってください。

1 以降は画面の案内に
従い賛否をご入力�
ください。

2

（2）パソコンをご利用の方
（「議決権行使サイト」によるお手続き）

以
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議決権行使サイト：https://www.web54.net
議決権行使サイトへアクセスし、

「次へ進む」をクリック
1 お手元の議決権行使書用紙に記載

された「議決権行使コード」を入力
し、「ログイン」をクリック

2 お手元の議決権行使書用紙に記載
された「パスワード」を入力し、�

「次へ」をクリック

3

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームについて

5

■ 株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、上記のほか、
当該プラットフォームをご利用いただけます。



再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任 社外 独立

再任 社外 独立

再任 社外 独立

株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 取締役９名選任の件
現取締役９名は、本総会終結の時をもって全員任期満了となりますので、新たに取締役９名の選任をお願い

したく存じます。取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 新任・再任・社外 現在の地位及び担当 出席回数／

取締役会

1 炭
すみ

井
い

孝志
たか し 代表取締役会長

指名報酬委員 16／16回

２ 島
しま

本
もと

国一
くに かず

代表取締役社長 16／16回

３ 寺
てら

島
じま

洋一
よう いち 取締役副社長

指名報酬委員 16／16回

４ 川
かわ

上
かみ

学
まなぶ

取締役 16／16回

５ 立
たち

花
ばな

健二
けん じ

取締役 16／16回

６ 奈良岡弘之
な ら おか ひろ ゆき

取締役 13／13回

７ 三
み

田
た

智子
とも こ 社外取締役

指名報酬委員 16／16回

８ 小
こ

町
まち

千治
ち はる 社外取締役

指名報酬委員 13／13回

９ 吉江由美子
よし え ゆ み こ 社外取締役

指名報酬委員 12／13回



再任

再任

株主総会参考書類
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候補者番号 1 す み い た か し

炭井 孝志（1953年８月７日生）

候補者の有する当社株式数
128,200株

取締役会への出席状況
16回／16回
取締役在任年数

25年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1978年６月 当社入社
2000年６月 当社代表取締役社長
2023年６月 当社代表取締役会長（現任）

▶ 取締役候補者とした理由

炭井孝志氏は、代表取締役として豊富な経験と実績に基づく指導力と決断力をもっ
て経営にあたり、当社を東証プライム指定にするとともに、強固な経営基盤を築い
てまいりました。以上のことから今後も経営に関する管理・監督を適切に遂行でき
ると判断し、同氏を取締役候補者としたものであります。

候補者番号 2 し ま も と く に か ず

島本 国一（1965年12月16日生）

候補者の有する当社株式数
23,817株

取締役会への出席状況
16回／16回
取締役在任年数

３年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1988年４月 当社入社
2021年６月 当社取締役
2023年６月 当社代表取締役社長（現任）

▶ 取締役候補者とした理由

島本国一氏は、当社の商品開発の第一人者として、メーカーである当社グループの
発展に多大な貢献をしてまいりました。代表取締役社長就任後においては、中長期
経営計画の策定とその推進体制整備を力強く牽引しており、当社グループの強みを
伸ばしつつ、更に高いステージへと導くことのできる人物です。以上のことから同
氏を取締役候補者としたものであります。



再任

再任

株主総会参考書類

8

候補者番号 3 て ら じ ま よ うい ち

寺島 洋一（1961年１月15日生）

候補者の有する当社株式数
8,978株

取締役会への出席状況
16回／16回
取締役在任年数

５年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1983年 4 月 当社入社
2019年６月 当社取締役常務執行役員
2021年６月 当社取締役副社長（現任）

▶ 取締役候補者とした理由

寺島洋一氏は、品質保証本部長として手腕を発揮する一方、生産部門の部門長、ま
た管理部門の部門長として幅広い分野においてリーダーシップを発揮し、当社の発
展に多大な貢献をしてまいりました。副社長就任後においても、社長を補佐し経営
全般にわたり事業推進をリードしております。以上のことから同氏を取締役候補者
としたものであります。

候補者番号 4 か わ か み まなぶ

川上 学（1967年３月29日生）

候補者の有する当社株式数
6,236株

取締役会への出席状況
16回／16回
取締役在任年数

３年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1992年11月 当社入社
2021年４月 当社執行役員サラダカフェ・惣菜本部長
2021年６月 当社取締役（現任）

▶ 取締役候補者とした理由

川上学氏は、フレッシュ惣菜に関する事業に精通しており、グループ各社において
惣菜の売上拡大を牽引する等、当社の発展に多大な貢献をしてまいりました。取締
役就任後もグループ全体の惣菜事業を力強く推進しております。以上のことから同
氏を取締役候補者としたものであります。



再任

再任

株主総会参考書類

9

候補者番号 5 た ち ば な け ん じ

立花 健二（1966年５月９日生）

候補者の有する当社株式数
6,821株

取締役会への出席状況
16回／16回
取締役在任年数

３年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1990年４月 当社入社
2020年７月 当社御殿場工場長
2021年６月 当社取締役（現任）

▶ 取締役候補者とした理由

立花健二氏は、独自の製法考案等により基礎研究分野を長年にわたりリードするこ
とで競争優位性を確保し、当社に多大な貢献をしてまいりました。取締役就任後も
その分析力を活かし、経営企画、管理全般、海外事業を統括する立場として経営の
中核を担ってまいりました。以上のことから同氏を取締役候補者としたものであり
ます。

候補者番号 6 な ら お か ひ ろ ゆ き

奈良岡弘之（1967年4月22日生）

候補者の有する当社株式数
4,766株

取締役会への出席状況
13回／13回
取締役在任年数

１年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1994年４月 当社入社
2022年 4 月 当社執行役員
2023年６月 当社取締役（現任）

▶ 取締役候補者とした理由

奈良岡弘之氏は、商品開発本部長、生産部門長等の要職を通じ、随所で確かな分析
力とリーダーシップを発揮してまいりました。海外赴任経験や工場長としての経験
から多くの識見を得ており、当社グループのメーカーとしての一層の飛躍のために
必要な人材であると判断しております。以上のことから同氏を取締役候補者とした
ものであります。
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候補者番号 7 み た と も こ

三田 智子（1960年３月14日生）

候補者の有する当社株式数
0株

取締役会への出席状況
16回／16回
取締役在任年数

５年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

1982年４月 東京国税局入局
2017年10月 三田智子税理士事務所開業（現任）
2019年６月 当社社外取締役（現任）

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

三田智子氏は、税理士としての豊富な経験、幅広い識見を持たれており、当社の経
営に対し公平かつ客観的な立場に立って適切な意見をいただくため、同氏を社外取
締役候補者としたものであります。

候補者番号 8 こ ま ち ち は る

小町 千治（1957年４月22日生）

候補者の有する当社株式数
1,000株

取締役会への出席状況
13回／13回
取締役在任年数

１年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

2015年６月 セメダイン株式会社社外取締役
2022年 4 月 TOPPANホールディングス株式会社相談役
2023年６月 当社社外取締役（現任）

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

小町千治氏は、長年にわたる企業経営者としての豊富な経験と幅広い識見を有して
おり、当社がグローバル企業を目指すうえで客観的・専門的な視点からの指導を戴
けるものと期待できるため、同氏を社外取締役候補者としたものであります。
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候補者番号 9 よ し え ゆ み こ

吉江由美子（1965年３月18日生）

候補者の有する当社株式数
1,400株

取締役会への出席状況
12回／13回
取締役在任年数

１年（本株主総会終結時）

▶ 略歴、地位、担当又は重要な兼職の状況

2010年４月 学校法人東洋大学生命科学部食環境科学科教授
2013年４月 学校法人東洋大学食環境科学部食環境学科教授（現任）
2023年６月 当社社外取締役（現任）

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

吉江由美子氏は、食品化学、食品分析学分野研究の専門家として長年の経験を通じ
て広範な知見を有しております。2017年から当社の社外取締役を務め、2019年に
海外赴任のために退任いたしましたが、コロナ禍で一変した情勢においても食品衛
生をはじめとする知見を活かしていただくため、同氏を社外取締役候補者としたも
のであります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．三田智子氏、小町千治氏、吉江由美子氏は社外取締役候補者であります。三田智子氏は2019年６月26日開催の第62回定

時株主総会において当社社外取締役に選任されており、在任期間は本定時株主総会の終結の時をもって５年になります。
小町千治氏、吉江由美子氏は2023年６月28日開催の第66回定時株主総会において当社社外取締役に選任されており、在
任期間は本定時株主総会の終結の時をもって１年になります。

３．各候補者の所有する当社の株式数は、所有する株式数に持株会での持分を合算して表示しております（１株未満切捨表
示）。

４．当社では、「取締役・監査役候補の指名方針と手続き」及び「独立社外取締役の独立性判断基準及び資質」を定めておりま
す。本議案における社外取締役候補者各氏は、すべてこの基準を満たしております。

５．三田智子氏、小町千治氏、吉江由美子氏は、東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出ており、原案
どおり選任され就任した場合、引き続き独立役員となる予定です。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担するこ
とになる、役員等としての職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
損害を、当該保険契約により填補することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含まれることとなり
ます。また、次回更新時には同程度の内容での更新を予定しております。

７．当社は、三田智子氏、小町千治氏、吉江由美子氏との間に会社法第427条第１項及び当社定款第32条の規定に基づき同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令
に定める最低責任限度額となっております。各氏が再任された場合には、当該契約を継続する予定であります。

８．炭井孝志氏、島本国一氏、三田智子氏、小町千治氏、吉江由美子氏は、原案どおり選任され就任された場合、指名報酬委
員に就任する予定です。

９．奈良岡弘之氏、小町千治氏、吉江由美子氏は、2023年６月28日開催の第66回定時株主総会において新たに取締役に就任
したため、就任後に開催された取締役会の出席状況を記載しております。
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［ご参考］取締役候補者の専門性と経験（スキル・マトリックス）

氏 名 経営 財務
会計

法務
コンプライアンス
リスク管理

マーケティング 生産技術
開発 グローバル サステナビリティ

（ESG）
商品・原材料の
市場動向

炭井 孝志 ● ● ● ● ●

島本 国一 ● ● ● ● ●

寺島 洋一 ● ● ● ● ● ●

川上 学 ● ●

立花 健二 ● ● ● ● ● ●

奈良岡弘之 ● ● ● ●

三田 智子 ● ●

小町 千治 ● ● ● ●

吉江由美子 ● ●
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スキル項目 項目選定理由

経営
会社の経営ビジョン・実行方針を社内外に浸透・共有させ、企業価値を高めるた
めには、目標に向かって組織を牽引する統率力、決断力が必要。

財務
会計

成長戦略を支える強固な財務基盤を構築し、的確な資本政策を実行するために
は、財務・会計分野における識見が必要。

法務
コンプライアンス

リスク管理

健全性と社会的信頼を確保するためには、コンプライアンスに関する識見、平時
から常に危機意識を持ち潜在リスクを顕在化させず未然に防ぐリスク管理力が必
要。

マーケティング
不確実かつ複雑に変化する経営環境のなかで、会社が担うべき社会的役割を達成
するためには、市場・顧客・商品・情報を的確に分析する力量が必要。

生産技術
開発

メーカーとして企業価値を一層高めるためには、生産技術や商品品質に係る識見
と経験が必要。

グローバル
当社グループを存続発展させ続けるためには、海外市場に積極的・主導的にアプ
ローチする識見と経験が必要。

サステナビリティ
（ESG）

サステナビリティ方針の推進のためには、常に長期的に物事を見据え、社内外の
各種環境と調和する姿勢と識見が必要。

商品・原材料の
市場動向

不確実かつ刻々と変動する環境に適応するためには、タイムリーに商品・原材料
の市場を見極める能力が必要。
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取締役会の構成、取締役候補者の選定方針と手続及び独立性判断基準

１．取締役会の構成
（1） 事業環境及び経営戦略から判断して適正な人数とします。
（2） 取締役会構成人数の1/3以上は独立社外取締役とします。
（3） 経営戦略に照らして当社取締役に求められるスキルを選定したうえで、役割・責務を実効的に果た

すための知識・経験・能力等を勘案し、多様性と適正規模を両立させるよう構成するものとします。

２．取締役候補者の選定方針と手続
取締役候補者には、当社グループの企業理念を具現化する意志と、「構想力」、「決断力・実行力」、「危機

管理能力」、「統率力」及び「胆力」を兼ね備えた人材を選定いたします。
選定に際しては、独立社外取締役を委員長とし、委員の過半数を独立社外取締役とする取締役会諮問機関

である指名報酬委員会において審議し、その答申結果を最大限尊重したうえで取締役会が決定いたします。

３．独立性判断基準
当社は、金融商品取引所が定める基準に加え、次の各条件のいずれにも該当しない場合に、社外取締役・

社外監査役が独立性を有するものと判断します。
（1）【仕入先】直近事業年度において、当社に対する売上高が、年間連結売上高の２％超である取引先又
はその業務執行者
（2）【得意先】直近事業年度において、当社の売上高が、当社年間連結売上高の２％超である取引先又は
その業務執行者
（3）【当社が主要株主】直近事業年度末において、当社が総議決権の10％以上を直接又は間接に保有する
企業の業務執行者
（4）【当社の主要株主】直近事業年度末において、当社の総議決権の10％以上を直接又は間接に保有する
企業の業務執行者
（5）【借入先】直近事業年度末において、当社の連結総資産の２％を超える額を当社グループに融資して
いる者又はその業務執行者
（6）【顧問等】直近事業年度において、役員報酬以外に10百万円を超える金銭その他の財産を得ているコ
ンサルタント、会計専門家又は法律専門家等
（7）過去１年以内に上記（1）から（6）の何れかに該当していた者
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第２号議案 監査役３名選任の件
監査役の渡辺亮彦氏、田島正人氏の２名は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査体制の強

化及び充実を図るため、監査役１名を増員することといたしたく、３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役の候補者は次のとおりであります。

候補者番号 1 きょう ご く あつし

京極 敦（1963年９月11日生）

候補者の有する当社株式数
1,578株

監査役会への出席状況
−

監査役在任年数
−

▶ 略歴、地位又は重要な兼職の状況

1987年４月 当社入社
2018年４月 当社常務執行役員経営企画本部長
2022年４月 当社執行役員サステナビリティ推進室長

▶ 監査役候補者とした理由

京極敦氏は、当社の情報システム本部長、経営企画本部長、サステナビリティ推進
室長、取締役執行役員等の要職を歴任することを通じて、企業価値向上とリスク管
理の両面において広範な識見を有しております。当社の経営に対し公平かつ客観的
な立場に立って職務を適切に遂行できるものと判断し、同氏を監査役候補者とした
ものであります。
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候補者番号 2 や ま し た あ き と し

山下 彰俊（1963年５月17日生）

候補者の有する当社株式数
1,000株

監査役会への出席状況
−

監査役在任年数
−

▶ 略歴、地位又は重要な兼職の状況

2000年10月 弁護士登録、山﨑法律事務所入所
2010年３月 山下法律事務所開設（現任）
2016年２月 ユナイテッド＆コレクティブ株式会社社外監査役（現任）

▶ 社外監査役候補者とした理由

山下彰俊氏は、弁護士としての豊富な経験、幅広い識見を持たれており、当社の経
営に対し公平かつ客観的な立場に立って適切な意見をいただくことを期待して、同
氏を社外監査役候補者としたものであります。
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候補者番号 ３ ふ く い ひさし

福井 久（1959年10月26日生）

候補者の有する当社株式数
０株

監査役会への出席状況
−

監査役在任年数
−

▶ 略歴、地位又は重要な兼職の状況

2018年10月 株式会社中島董商店経営企画部戦略営業推進室長
2020年２月 アヲハタ株式会社監査役
2022年11月 一般財団法人旗影会業務執行理事（現任）

▶ 社外監査役候補者とした理由

福井久氏は、経理責任者、企業経営者としての豊富な経験と幅広い識見に加え、他
社監査役としての経験を有しており、客観的・専門的な視点からの指導を戴けるも
のと期待できるため、同氏を社外監査役候補者としたものであります。

（注）１．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．山下彰俊氏、福井久氏は社外監査役候補者であります。
３．各候補者の所有する当社の株式数は、所有する株式数に持株会での持分を合算して表示しております（１株未満切捨表

示）。
４．当社では、「取締役・監査役候補の指名方針と手続き」及び「独立社外取締役の独立性判断基準及び資質」を定めておりま

す。本議案における社外監査役候補者は、この基準を満たしております。
５．山下彰俊氏、福井久氏は、東京証券取引所規則に定める独立役員の要件を満たしており、原案どおり選任され就任した場

合、同取引所に届け出る予定です。
６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担するこ

とになる、役員等としての職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
損害を、当該保険契約により填捕することとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含まれることとなり
ます。

７．当社は、山下彰俊氏、福井久氏が監査役に選任され就任した場合、会社法第427条第１項及び当社定款第42条の規定に基
づき同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約の締結を予定しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、法令に定める最低責任限度額となっております。

８．監査役候補者の京極敦氏の戸籍上の氏名は、岸本敦であります。
以 上
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1．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）におけるわが国の経済は、新型コロナウ
イルス感染症の５類移行に伴い、飲食や旅行などのサービス消費の回復が進みました。一方で、日米の金利
差による円安やウクライナ情勢長期化や中東情勢の影響など、不確実性が残る状況が続いております。
また、食用油や鶏卵の価格は落ち着きを見せ始めてきておりますが、原材料価格は変わらず大きな負担と

なっております。

このような事業環境のなか、当社グループにおきましては、次の成長へ向けた中期経営計画『KENKO
Transformation Plan』（2021年度〜2023年度）を進めてまいりました。この中期経営計画では、前中期
経営計画のＣＳＶ経営の考え方を継続し、社会と企業の共存を目指すために「企業価値向上と持続的な成長
へ向けた変革」を基本方針とし、４つのテーマ及びサステナビリティ方針を軸に取り組んでまいりました。

（中期及び中長期経営計画、サステナビリティ方針については、（4）対処すべき課題（ロ）中長期的な会社
の経営戦略（30頁から38頁）をご参照ください。）
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当連結会計年度における売上高及び利益の概況は次のとおりであります。

①売上高
売上高につきましては、新型コロナウイルスの感染症法上の扱いが「５類」へ移行したことや訪日外国人

の旅行消費額が過去最高を更新するなどの効果もあり、外食分野を中心に売上高の回復が進み、またファス
トフード向け分野を中心に売上拡大を進めてまいりました結果、前連結会計年度比で増収となりました。

②利益
利益につきましては、原材料価格が引き続き高い水準で推移いたしましたが、前連結会計年度より進めて

まいりましたマヨネーズ類の価格改定が浸透したことに加えてタマゴ加工品及びサラダ・総菜類の価格改定
も実施したこと、また生産効率の向上等の収益改善を進めたことにより前連結会計年度比で増益となりまし
た。

当連結会計年度における連結売上高は88,724百万円（前連結会計年度比6,360百万円の増加、7.7％増）、
連結営業利益は2,949百万円（前連結会計年度は105百万円の連結営業利益）、連結経常利益は3,099百万円
（前連結会計年度は169百万円の連結経常利益）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,735百万円（前連結
会計年度比2,249百万円の増加、463.3％増）となりました。

売 上 高 887 億 24 百万円 （前連結会計年度比 7.7 ％増）

営 業 利 益 29 億 49 百万円 （前連結会計年度は 105 百万円）

経 常 利 益 30 億 99 百万円 （前連結会計年度は 169 百万円）

親会社株主に帰属
する当期純利益 27 億 35 百万円 （前連結会計年度比 463.3 ％増）

当連結会計年度における各報告セグメントの状況は次のとおりであります。



サラダ・総菜類（ポテト/ごぼう/ツナ等を使用したロングライフサラダ等）、タマゴ加工品（厚焼き卵、
錦糸卵、タマゴサラダ等）、マヨネーズ・ドレッシング類の製造・販売

主な事業内容

▶︎売上高（単位：百万円）

2023年3月期

63,678

2024年3月期

69,101

▶︎セグメント損益（単位：百万円）

△235

2023年3月期 2024年3月期

2,571

売上高� 1,453百万円その他

売上高�21,903百万円サラダ・総菜類

⃝�B�to�B�to�C戦略で小容量サラダが伸長
⃝�主力商材のポテトサラダやパスタサラダ、�
ツナサラダ、春雨サラダが外食向けを中心に好調

ポイント

タマゴ加工品

⃝�たまご使用量を調整したメニュー提案
⃝�供給制限の影響によるが下期は前期並み

ポイント

売上高�26,996百万円マヨネーズ・
ドレッシング類

⃝�量販店、外食向けマヨネーズや�
海外向けドレッシングの売上拡大

⃝�価格改定効果

ポイント

調味料・加工食品事業
売上高 69,101百万円

77.9%
売上高構成比

⃝�冷凍ポテト、冷凍サツマイモ商品が伸長ポイント
売上高�18,748百万円

事業報告
詳しい財務情報は当社のIRサイト（株主・投資家情報）をご覧ください。www.kenkomayo.co.jp/ir
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▶︎売上高（単位：百万円）

2023年3月期

17,733

2024年3月期

18,714

▶︎セグメント損益（単位：百万円）

2023年3月期

720

2024年3月期

936

総菜関連事業等

国内の連結子会社が行う事業。フレッシュ総菜（日配サラダ・和惣菜）の製造及び量販店等への販売
�ケンコーマヨネーズからの調理加工食品及びタマゴ加工品の生産受託事業

主な
事業内容

売上高 18,714百万円

21.1%
売上高構成比

1.0%

▶︎売上高（単位：百万円）

2023年3月期

951

2024年3月期

908

▶︎セグメント損益（単位：百万円）

2023年3月期

14

2024年3月期

41

その他
売上高 908百万円

売上高構成比

ショップ事業（Salad�Cafe）及び海外事業※

※�海外事業は持分法適用関連会社のため売上高には含まれません。
主な

事業内容

事業報告
詳しい財務情報は当社のIRサイト（株主・投資家情報）をご覧ください。www.kenkomayo.co.jp/ir
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（調味料・加工食品事業）
サラダ・総菜類につきましては、価格改定効果に加えて、主力商材であるポテト類やB to B to C戦

略の推進による小容量サラダの増加等により増収となりました。
タマゴ加工品につきましては、前連結会計年度における高病原性鳥インフルエンザの感染拡大に伴い、

原料の安定確保が難しいことから実施しておりました供給制限の解除により売上高の回復を進めてまいり
ましたが、減収となりました。
マヨネーズ・ドレッシング類につきましては、2022年10月から進めてまいりました更なる価格改定効

果が増収に大きく寄与したこと、またファストフード向けのキャンペーン品や量販店向けマヨネーズの増
加等により増収となりました。
この結果、当連結会計年度におけるセグメント売上高は69,101百万円(前連結会計年度比5,423百万円

の増加、8.5％増）、セグメント利益は2,571百万円(前連結会計年度は235百万円のセグメント損失）と
なりました。

（総菜関連事業等）
総菜関連事業等における経営環境は、量販店等の中食から外食へ需要が回帰する傾向にありましたが、

価格改定の着実な実施に加えて、生鮮売り場向け商品などの販売カテゴリー拡大、宅配などの販売チャネ
ル拡大、また米飯、おつまみ惣菜等の商品拡大を進めたことにより、売上高が増加し、利益についても増
益となりました。
この結果、当連結会計年度におけるセグメント売上高は18,714百万円(前連結会計年度比980百万円の

増加、5.5％増）、セグメント利益は936百万円(前連結会計年度比216百万円の増加、30.0％増）となり
ました。



事業報告
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次期（2025年３月期）の見通しにつきましては、ウクライナ情勢や中東情勢などの地政学的リスクや
エネルギー価格、高病原性鳥インフルエンザや為替の動向など、引き続き不透明な状況が見込まれます。
このような事業環境のなか、当社グループは2025年３月期を初年度とする新たな経営計画を策定し、

更なる収益性・生産性の向上に取り組むとともに、グループ一丸となって持続的な成長を実現するための
抜本的改革と企業価値の更なる向上を目指してまいります。
2025年３月期の連結業績見通しにつきましては、連結売上高は90,000百万円（前年同期比1,275百

万円の増加、1.4％増）、連結営業利益は3,200百万円（前年同期比250百万円の増加、8.5％増）、連結経
常利益は3,300百万円（前年同期比200百万円の増加、6.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は
2,260百万円（前年同期比475百万円の減少、17.4％減）といたしました。



どれしぃまよにぃ

ケンコーマヨネーズグループ「統合報告書2023」を発行

CDP気候変動レポート2023にてBスコア獲得

「第5回サラダシンポジウム」の開催

「統合報告書2023」では、2023年6月に新執行体制となったことに伴い、代表取締役会長の炭
井および代表取締役社長の島本の挨拶や、当社グループの財務・非財務情報をわかりやすく表現
したページ、当社の事業活動におけるバリューチェーンの内容、TCFD提言への取組み、社外取
締役メッセージを新規に追加しました。

国際的な環境非政府組織（NGO）であるCDPが公表した「気候変動レポート2023」にて、当社は8
段階評価の上位から3番目の「B」スコアに初めて認定されました。「B」スコアは、マネジメントレベルと
される「自社の環境リスクや影響について把握し、行動している」という評価となります。
当社グループは、これからも気候関連のリスクと機会の評価・管理を行い、企業価値の向上とサ
ステナブルな社会の実現に向けて貢献してまいります。

統合報告書2023：www.kenkomayo.co.jp/ir/irshiryou/integratedreport/

KENKOKENKO
NOW

東京海洋大学に設置期間を10年間としてサラダサイエンス(ケンコーマヨネーズ)寄附講座を開設しており、２０２３年
度が最終年度となりました。2024年3月にはサラダサイエンス寄附講座主催の最後のシンポジウムが開催されました。
対面とオンラインを合わせて110名が参加。サラダや
サラダを構成する食材や調味料について、様々な角度か
らアプローチを行った
研究結果を発表しま
した。当社からは、
商品開発部員がポテ
トサラダに使用する
じゃがいもについての
講演を行いました。

事業報告
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杉並区から感謝状を受領
東京本社のある杉並区では「杉並区次世代育成基金」という取組みがあり、寄付を通じて
次世代を担う子どもたちの健やかな成長を支援しています。当社は当取組みに賛同して寄付
を行っており、この度寄付に対して感謝状を受領しました。当社は、今後も食育活動や地域
に向けた社会貢献活動に積極的に取り組み、CSR活動を推進してまいります。

『ファーマーズ＆キッズフェスタ2024』食育ブースを出展
2024年3月に開催された、農業と食の体験型イベント

『ファーマーズ＆キッズフェスタ2024』にて、SDGs研究所と合
同でブースを出展しました。「マヨネーズ」をキーに、動画を使っ
た工場見学や、油と水が混ざり合うために重要な “乳化” を体
験しながら学べるワークショップを行いました。
72名の方にご参加いただき、「混ぜる作業が楽しかった」と
乳化の工程に興味を持っていただきました。

社会貢献と企業価値の向上への取組み

当社公式YouTubeチャンネルにて、新たにたまご焼きとポテト�
製品の製造工程が学べる動画を公開しました。

【動画で学ぼう！工場見学動画】：www.kenkomayo.co.jp/aboutfood/factory_movie/

たまご焼き工場・ポテト製品工場の見学動画を公開！

㈱九州ダイエットクックでは、佐賀県内の高校生と共同開発した佐賀県産食材や
特産品を使用した総菜4品を県内の量販店にて数量限定で販売しました。商品は、�
“大切な人に食べてもらいたいメニュー” をテーマに開発。完成までに何度も試作と
試食を繰り返し、こだわりの商品に仕上げました。

㈱関東ダイエットクックにて製造している『期間限定！爽やかレモンの牛乳寒天』が、
お弁当、お惣菜大賞スイーツ部門の入選商品として選ばれました。夏の暑い時期に
すっきりと食べられる商品を作りたいという思いから、爽やかなレモンを使って開発さ
れた商品です。

グループ会社の活動トピックス

事業報告
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オンラインショップ限定のお得なセット商品も販売中。
新規会員登録でもれなく500円引きクーポンをプレゼント！
www.kenkomayo.com

SNS情報

＼当社新商品や人気の商品が購入できるオンラインショップ／

新商品のご案内

● ケンコーマヨネーズ

すぐに活用できる商品情報や気になるレシピも随時配信中！
X

twitter.com/kenko_mayo

商品を活用した社員オススメレシピなどご家庭で簡単
に作れるメニューを多数ご紹介！

Instagram

www.instagram.com/kenko_mayo
www.instagram.com/kenkomayonnaise.co.ltd ＜英語版＞

● サラダカフェ
LINE公式アカウント

お友だち登録で初回登録特典のクーポンをプレゼント！
page.line.me/846fmpyt?openQrModal=true

X
twitter.com/
Salad_Cafe_plus

Instagram
www.instagram.com/
salad.cafe_official

商品の活用法やサンドイッチ作り、キャンプにおすすめの
商品・レシピなども掲載しています。

日本の伝統的な食文化に着目した和惣菜の新ブランド『WABI-DELI』から、
『WABI-DELI�花がんもの含め煮』、『WABI-DELI�ひじきと打ち豆の煮物』の２品を
発売しました。『WABI‐DELI』は、「見つめなおす、和食のちから」をテーマとした
冷凍和惣菜の新ブランドです。

・見つめなおす、和食のちから「WABI-DELI」（わびでり）

特集ページ：www.kenkomayo.com/pro/pages/feature1_wabi_deli.aspx

硬い食感と独特な風味の元茎わかめを当社の加工技術で美味しくアップサイクルしました。
コリっとしたクセになる食感や、素材本来の風味を活かして、やみつきになる味わいに仕
上げました。

・美味しくアップサイクル！元茎わかめ

特集ページ：www.kenkomayo.com/pro/pages/feature1_kukiwakame.aspx

その他新商品情報はこちら：www.kenkomayo.com/pro/r/r51

新商品10品を2024年２月に発売

ケンコーマヨネーズ 商品 検索

事業報告
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（2）設備投資等の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は、390百万円です。

（3）資金調達の状況
該当事項はありません。



事業報告
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（4）対処すべき課題
（イ）会社の経営の基本方針

私たちは、変わりゆく時代のニーズや期待に応え、新たな価値創造にチャレンジし、社会と共に成長し続
けたいという考えから、社会における存在意義・使命・責任を改めて明確にした「食を通じて世の中に貢献
する。」「心身（こころ・からだ・いのち）と環境」という企業理念を掲げております。

また、私たちは「サラダNo.１企業を目指す。」、「品質、サービスで日本一になる。」というグループ経営
方針のもと、サラダが主役、サラダが主食、サラダが食卓のメインディッシュになれる企業作りを目指し、
サラダという切り口で市場を演出すること、サラダ料理というジャンルを確立することを目指しておりま
す。さらに、お客様の満足のために安全・安心・高品質な商品を提供することは私たちメーカーの責務であ
り、より高い品質・サービスを目指し、たゆまぬ努力を続けております。

当社の特長は、お客様のニーズを満たす幅広い商品ラインナップと「あったらいいな」を形にする優れた
商品開発力や、営業、商品開発、メニュー開発等各部署の連携による各種分野を細分化した業態別へのきめ
細やかな対応力、おいしさや安全・安心につながる素材・品質への徹底的なこだわりにあります。また、全
国に広がる生産拠点が、地域との取組みを重視した生産体制や商品づくり、健康や環境を考慮した商品開発
に重点を置いていることにもあります。お客様のご要望にすばやく対応し、付加価値のある提案を可能にし
ております。

今後日本では、高齢化が進み人口は減少し、単身世帯や共働き世帯が増加するなど、当社業界を取り巻く
環境は変化していくことが予想されます。当社は食品メーカーとして長年蓄積してきたノウハウを活かし、
社会環境や原材料コスト、エネルギーコスト等の変動に左右されない環境づくりや商品開発など、柔軟な対
応を図ってまいります。

これまで当社は、業務用食品メーカーとして食の市場を支えてまいりましたが、今後は、先を見据えたあ
らゆる食シーンを考え、新商品の開発やメニュー提案を更に積極的に行ってまいります。キーワードは「サ
ラダ料理」。食に対する健康志向や、高付加価値志向などの高まりにより、サラダの需要は増加しています。
サラダをメインディッシュに、「サラダ料理」として普及させ、新たな市場を演出することに注力しながら、
すべてのステークホルダーの皆様に信頼され、ご期待にお応えできるよう経営基盤づくりと事業の拡大を推
進してまいります。
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（ロ）中長期的な会社の経営戦略
中期経営計画『KENKO Transformation Plan』（2021年度〜2023年度）におきましては、当社を取り

巻く目まぐるしい環境の変化に迅速に対応する企業体制が求められており、企業価値向上と持続的な成長へ
向け、変革を推進してまいりました。
その変革のために、４つのテーマとサステナビリティ方針を掲げて取り組んでまいりました。

４つのテーマ
①B to B to C

消費者の皆様に当社を直接知っていただく機会を増やす
②イノベーション

将来の地球環境を見据え、環境保全を意識したなかからNew KENKOを創り出す
③構造改革

基盤事業の成長を目指すための改革実行
④グローバル

グローバル事業の基盤強化



B�to�B�to�C

イノベーション

▼小容量サイズの商品充実

▼賞味期間 製造日+90日『FDF Plus®』発売

▼スマイルテーブル発売

▼地方創生とアップサイクルの取組み

▼商品・ノウハウを発信

▼SNSの活用

▼EC サイトの
強化・売上高UP

▼植物性原料を中心に
プラントベースフードの開発

▼日本の伝統を大切にした
和惣菜の開発

✓200ml·g�サイズ商品の充実
✓簡単調理の個食商品発売

✓�サラダカフェ新規出店�
（東京新宿・神奈川青葉台）
✓料�理教室�キッチンスペース�831�
オンライン＆対面レッスンの開催

✓食育活動

✓企業活動と商品の認知

簡単調理の個食

栄養補給商品

200ml·ｇサイズ

外食気分を味わえる
CANDISH®

+12.2％

2023年度2019年度

食品ロス削減国民運動キャラクターの貼付

油分抑えつつ充実感・満足感のある商品

３年間の成果

事業報告
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構造改革

グローバル

エリア別 2020 年対比 +63％

東アジア
+32％

北米
+39%

EU圏 +186%

中東・アフリカ
+317% 東南アジア

+22%

オセアニア +134%

▼人事制度改革 ▼商品情報の集積・共有・循環の推進

▼最新技術の生産体制

▼改善活動▼コーポレート・ガバナンス強化

✓新人事制度（24年4月施行） ✓商品情報データベース化と企業別分析を可能に
✓レシピ検索システムの進化
✓知的財産の管理ルール・フローの構築と施行
✓社内ブランディングの強化

✓惣菜盛り付けロボット導入（関東DC）

▼基幹システムの刷新
✓IT�基盤の強化

37.3％
49.0％ 55.4％

2021年度 2022年度 2023年度

▼賞味期間延長 輸出商品の拡充 ▼輸出販売 売上伸長

▼海外への情報発信強化

▼安定した原材料確保のための
新規産地の選定

▼FSSC22000・ISO17025など
グローバルスタンダードな認証の取得

✓英語版HPリニューアル（2022年）
✓英語版Instagram開設（2023年８月）
✓『統合報告書』の英語版開示

2023年2020年

年度別推移 2020年度比+63％

✓全部署横断による活動で
全体の55.4%課題解決

✓外部専門業者と連携した
エグゼクティブ・コーチングの
実施

事業報告
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経営基盤強化

『KENKO Vision 2035』新中長期経営計画

守るべきもの 心身（こころ・からだ・いのち）と環境
使命 食を通じて世の中に貢献する。

『サラダ料理で世界一になる』

成長戦略
-Growth Strategy-

スマート化
-Automation and Innovation-

人材投資
-Investment in People-

サステナビリティと
社会的責任

-Natural resource sustainability,
Social responsibility-

KENKO Vision 2035
基本戦略

『KENKO Vision 2035』 基本戦略 マテリアリティ

企業理念
（ミッション+パーパス）

ビジョン
（目指すべきもの）

食の
安全・安心・
安定の追求

ライフスタイルの
変化への貢献

ガバナンス
の強化

地球環境
への配慮

人権と
多様性を尊重した

人材育成

近年大きく変化した社会環境のなか、インフレへの転換による原料や人件費の高騰、日本の人口減少や高齢化社会、
気候変動や地政学的リスク等、当社グループの事業環境も大きく変動しております。

このような環境のなか、当社グループは理念体系の再構築、重要課題を見直し、マテリアリティを特定し、中長期経
営計画『KENKO Vision 2035』を策定いたしました。持続的な成長のための抜本的改革と企業価値の更なる向上を基
本方針とし、経営基盤の強化とともに4つの基本戦略を実行し、ビジョンである「サラダ料理で世界一になる」ことを
目指してまいります。

長期的視点の目標として、2035年度には連結売上高1,250億円以上、連結営業利益75億円以上と定めました。また
新たな経営指標として、連結営業利益率とROEの目標を設定、配当政策についてはDOEの考え方にて目標を設定いた
しました。今後も社会から信用・信頼され、持続的に成長、発展し続ける企業であり続けるよう邁進してまいります。

中長期経営戦略の策定

中長期経営戦略の全体像

事業報告

33



2027年度 目標

2035年度 目標

Phaseを3段階に分け、Phase1を事業構造の改革、
Phase2を再成長、Phase3を進化・発展の期間として、

取り組んでいく。

新たな理念体系のもと、
事業ポートフォリオの変革と
新たな技術への挑戦に挑む

新技術への展開、
事業構造の変化を加速させ
組織再編を図っていく

新たなビジネスモデルのもと、
収益基盤の強化を目指す
とともに社会課題の解決も
実践していく

持続的な成長のために
抜本的改革と企業価値の更なる向上を目指す

〈事業構造の改革〉

基本方針

2024-2027Phase 1

〈再成長〉
2028-2031Phase 2

〈進化・発展〉
2032-2035Phase 3

経営目標

連結売上高

連結売上高

連結営業利益

連結営業利益

DOE

連結営業利益率

ROE

海外売上高比率

DOE

1,020億円以上

1,250億円以上

33億円以上

75億円以上

1.5％以上（水準）

6％以上

8％以上

10％以上

2.5％以上（水準）

株主
還元

株主
還元

財務
指標

財務
指標

事業報告
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成長戦略 -Growth Strategy-

スマート化 -Automation and Innovation-

既存事業の収益基盤強化、ブランド構築の実行
事業ポートフォリオを再構築し、事業環境の変化に適応

DXを通じた企業改革と生産性の向上を図る
成長性、合理化、効率化するための事業拠点の再編

投資額合計：239億円

投資額合計：182億円

■ 商品開発・ブランディング

■ システム化 ■ グループ経営の効率化

■ 最適生産に向けた
労働生産性向上

■ 各部署の業務をRPA、AIの活用による効率化

■ EC事業の拡大

■ 技術・知識の事業化構想

■ 海外事業の推進

■ 原料の安定調達・産地拡大

▶マーケットインの発想による
商品開発

▶基盤商品をブランディング
しながらNB品比率の上昇

▶海外比率の上昇
▶SNSを活用したEC事業の拡大
▶持続可能な原料調達
▶新規事業へのチャレンジ

▶DXの推進
（RPA、AIを活用した効率化）

▶グループシステムの最適化
▶新技術の構築、

生産の合理化・集約化・
環境効率化

（2024〜2035年度予定）

（2024〜2035年度予定）

2024-2027Phase 1

2024-2027Phase 1

基本方針

基本方針

これまで築いてきた既存事業を強固なものとするため、改めて商品のブランディングや収益体質の強化を図ってまいります。
加えて、持続的な成長・発展ができるよう、「海外事業」や「新規事業」に注力し、事業環境の変化にも対応でき得

る経営基盤を整え、事業ポートフォリオの再構築を行ってまいります。

ビジネスの多様化や労働人口の低下による人手不足などの社会的変化に対応するため、RPAやAIの活用による効率化
やシステム化を行い、企業改革と生産性の向上を図ってまいります。

また生産性の合理化・効率化に向けて、工場再編や生産品目の集約などを行ってまいります。

・市場環境やお客様の
課題の発見

・顧客要望に応える
機動力の向上

・販売支援のための
レシピ検索システム強化

・商品化スキームの再構築

・利益の早期見える化

メニュー・
レシピ販売

必要な部署の人員を強化

需要予測AI 協働ロボット 生産拠点の再編

生産状況の見える化 動画マニュアルの活用 品質・安全推進システム

料理教室 品質管理
技術

生産性向上

２０３５年度
労働生産性
30％UP

商品
輸出

リサーチオフィス・販売会社
現地製造・M&Aの検討PB・他PB・他

2023年度
約30％
2023年度
約30％

2027年度2027年度
50％へ50％へ

ブランディング力・認知度向上

NB品比率

■調味料・加工食品事業
■総菜関連事業等
■海外事業
■新規事業
■その他

海外事業
連結売上高比率目標10％以上

2035年度
2023年度

規模も拡大

デジタルデータ
の活用

製造技術の
進化

環境への配慮 ロボット活用

製造ラインの
合理化

事業報告
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人材投資 -Investment in People-

サステナビリティと社会的責任 -Natural resource sustainability, Social responsibility-

グローバル企業化、働き方改革としてのダイバーシティを推進
人材育成の強化、キャリアプランが形成できる施策の検討

環境問題への取組みと地域社会への貢献活動を推進
グループ従業員の健康と働きがいに注力した健康経営を目指す

投資額合計：122億円

投資額合計：205億円
■ リスク対策

■ CO2・廃棄物削減への取組み

■ 職場環境の整備
■ 原材料の品質向上
■ 政策保有株式の精査・検証

▶人材育成の充実化
▶育成システムの構築
▶働き方改革の実行
（社員のモチベーション・
満足度向上）

▶ダイバーシティへの対応

▶サステナビリティ方針に沿った
ロードマップと投資の実行

▶人を大切にする健康経営の
考え方を推進

▶地域社会への貢献と共創
▶リスクマネジメントの徹底
▶コーポレート・ガバナンスの

強化

（2024〜2035年度予定）

（2024〜2035年度予定）

2024-2027Phase 1

2024-2027Phase 1

基本方針

基本方針

会社の成長とともに、従業員が成長し、健康で充実した日々を送ることができるよう、働き方の見直しやキャリアプラ
ンの実現が実感できる研修等の制度の導入を推進してまいります。

組織においては、一人ひとりの能力を高め、モチベーションやエンゲージメントが高い状態を維持できるような戦略的
な人員配置を行い、当社が持続的に成長・発展し続けるための人材投資を行ってまいります。

地球環境に配慮した事業活動を推進するとともに、地域社会とのかかわりも大切にし、地域活性化への取組みも推進
してまいります。

コーポレート・ガバナンスを強化しつつ、リスク対策や体制の整備等、グループ従業員の健康と働きがいに注力した健康
経営を目指しながら、すべてのステークホルダーの幸せづくりに貢献してまいります。

エネルギーの可視化（燃料・電力）・再利用（蒸気）・最適化、
エネルギー転換、再生可能エネルギーの導入

環境に配慮した容器・包材の推進 バイオ処理

サーキュラーエコノミー モーダルシフトの推進

・委員会活動強化（リスク、BCP）
・TCFDへの取組み ・生産者支援とリスク分散

企業

多様性（ダイバーシティ）に対応した働き方を導入

戦略的な人員配置、
異動による育成システムの構築

キャリアプランを実現する研修を導入

自己実現や成長を実感できる制度を導入

・勤務体系の検討
・育児短時間勤務期間の延長の検討
・年間総労働時間の見直しの検討

・キャリア採用の活性化
・グローバル化を見据えた採用活動

・研修制度の充実
・資格取得の支援

・新人事制度スタート
・質の高いフィードバックを実践（管理職のスキルアップ教育）
・「チャレンジを応援する」企業文化の醸成

従業員

2030年度：50％削減
2050年度：カーボンニュートラル（2019年度比原単位）

● 卵殻配合
ペレットを
使用したプラ製品

● アップ
サイクル商品

● 殺菌技術
向上による
賞味期間
延長

循環型
経済

● 廃棄物の
堆肥化

● 当社廃棄物の堆肥
で育った原料

製造
原材料

消費

リサイクル

事業報告
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食の
安全・安心・
安定の追求

ライフスタイルの
変化への貢献

ガバナンス
の強化

地球環境
への配慮

人権と
多様性を尊重した

人材育成

ケンコーマヨネーズグループは、持続可能な社会の実現に向け、「環境」「社会」「健康」への貢献を指標とした�
「サステナビリティ方針」を定めました。
変わり行く時代のニーズや期待に応え、新たな価値の創造にチャレンジし、社会と共に成長してまいります。

環境

持続可能な社会の実現

新たな中長期経営計画を策定するにあたり、現在想定される重要課題について抽出を行い、取り組むべき課題として
5つのマテリアリティを特定しました。
当社グループはこれからも経営環境の変化を見極めながら、取り組むべきマテリアリティについて定期的に特定のプ

ロセスを行い、アップデートを実施していきます。

当社における重要度 大

大
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
お
け
る
重
要
度

当社グループのサステナビリティ

マテリアリティ

地球にやさしい
企業へ

健やかな
暮らしのために

ステークホルダーの
幸せづくり

カーボンニュートラル 安全・安心な商品提供働く人の幸せ

循環型経済 健康経営の推進地域・社会との調和

マテリアリティ マテリアリティマップ・重点項目

●�多様化する食ニーズ�
への対応

●�フードロス対策
●安定的な原料調達

●�人権の尊重

●食品安全文化の醸成

●�ビジョン実現に向けた
人材育成

●�安定したサプライ
チェーンの構築

●�企業風土の改革●�働き方改革

●�脱炭素・環境負荷低減
●�コーポレート・�
ガバナンスの強化

●�食の安全・安心

社会 健康
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持続可能な社会の実現を目指すため、気候変動課題を含むサステナビリティを重要な課題として捉えています。資源
と環境を大切にするとともに、関係者の皆様にご満足いただける商品・サービスの提供を続け、安定した成長を持続で
きる経営基盤づくりのため、気候変動によるリスクや機会について、TCFD提言に基づいた適切な情報開示を行います。

●詳細につきましては、当社ウェブサイトをご確認ください。
TCFD提言に基づく情報開示：www.kenkomayo.co.jp/sustainability/eco/

※目標は、社会環境変化に応じて見直ししてまいります。

当社グループでは、企業理念を中心とした、従業員一人ひとりのワークエンゲージメントを向上させ、労働生産性を
高めるために、戦略的な制度の構築と人材への投資を継続して行うことが必要と考えております。人的資本経営の実現
に向けて、従業員の貢献を企業価値向上につなげるべく、中長期経営計画『KENKO�Vision�2035』の基本戦略である
「人材投資」とあわせ、以下の３つの施策を重点的に進めてまいります。
①�人事制度 ・期待と役割の明確化 ・個々の成長と幸せづくり ・納得感、公平感
②�働き方改革 ・多様な働き方の推進 ・エンゲージメントの向上 ・労働生産性の向上
③�人材育成 ・自律的キャリア形成 ・様々な研修の充実 ・キャリア採用の活性化

気候変動への取組み（ＴＣＦＤ提言への取組み）

人的資本経営の実現

マテリアリティに対するKPI

課題 取り組み 数値目標

温室効果ガスの
削減

CO2削減量
2030年度目標 -50％
2050年度目標 カーボンニュートラル

(2019年度対比 原単位)

代替フロン
2030年度目標 R22冷媒撤廃
2050年度目標 自然冷媒100%

持続可能な
包装資源の活用

包材の軽量化
リサイクル可能素材の活用

2030年度目標 リサイクル素材60%
2050年度目標 リサイクル素材100%

（全品目中）

廃棄物の削減 加工ロスの削減
2030年度目標 -15％
2050年度目標 -30％

(2019年度対比 原単位)

事業報告
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（ハ）会社の対処すべき課題
2023年度以降は、新型コロナウイルス感染症による社会経済活動への制約がほぼ解消され、景気は内需

やインバウンドによる回復が見込まれておりますが、その一方で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や
欧米各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸念など、わが国の経済を取り巻く環境には厳しさが増し
ております。特に、当社としましては、食用油や鶏卵をはじめとした原料価格やエネルギーコストの高騰が
大きな負担となっております。
このような事業環境のなか、当社グループにおきましては、生産効率の改善や固定費等の見直しのほか、

コスト上昇要因を吸収するための価格改定、小容量商品の拡充などの商品ラインナップや販売チャネル拡
充、またSNSなどを活用した認知度向上に向けたマーケティング戦略など、企業価値向上と持続的な成長に
向けた変革に取り組むとともに、利益回復のため、事業別チームの責任と権限を明確にし、以下の戦略・戦
術を遂行してまいりました。
①価格改定 原料市況を適切に見極め価格改定を検討
②商品統廃合 利益を確保できる商品の選定と販売促進
③徹底した効率化 生産効率のアップ、集約生産、管理コストの削減

（5）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

（6）他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

（7）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（8）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。



百万円88,724 2,949

3,099 2,735

連結営業利益 百万円連結売上高

連結経常利益 百万円 親会社株主に帰属する当期純利益 百万円

0

（百万円）

0

3,000

1,500

（百万円）

1,500

3,000

（百万円）

80,000

（百万円）

2,000

4,000

0

0

第67期
（当期）

2023年度
第66期
2022年度

第65期
2021年度

第67期
（当期）

2023年度
第66期
2022年度

第65期
2021年度

第67期
（当期）

2023年度
第66期
2022年度

第65期
2021年度

第67期
（当期）

2023年度
第66期
2022年度

第65期
2021年度

75,647

1,616

1,622 1,211

82,363

105

169 485

88,724 2,949

2,735
3,099
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（9）財産及び損益の状況の推移 （連結）

期別
区分

第64期
（2020年度）

第65期
（2021年度）

第66期
（2022年度）

第67期
（当連結会計年度）

（2023年度）

売上高 （百万円） 68,502 75,647 82,363 88,724
営業利益 （百万円） 1,976 1,616 105 2,949
経常利益 （百万円） 2,050 1,622 169 3,099
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 1,458 1,211 485 2,735

１株当たり当期純利益金額 （円） 88.51 74.32 29.86 169.90
総資産 （百万円） 62,320 61,760 62,229 67,370
純資産 （百万円） 35,577 36,539 36,794 38,978

ご参考
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（10）重要な親会社及び子会社等の状況
①親会社の状況

該当事項はありません。
②重要な子会社等の状況

会 社 名 資本金又は出資金 議決権の所有
〔被所有〕割合 主要な事業内容

（連結子会社）
株式会社ダイエットクック白老

（百万円） ％
総菜関連事業等30 100.0

（―）

ライラック・フーズ株式会社 10 100.0
（80.0） 総菜関連事業等

株式会社関東ダイエットクック 50 100.0
（―） 総菜関連事業等

株式会社関東ダイエットエッグ 50 100.0
（―） 総菜関連事業等

株式会社関西ダイエットクック 50 100.0
（―） 総菜関連事業等

株式会社ダイエットクックサプライ 30 100.0
（―） 総菜関連事業等

株式会社九州ダイエットクック 78 100.0
（―） 総菜関連事業等

サラダカフェ株式会社 20 100.0
（―） その他

株式会社ハローデリカ 10 100.0
（100.0） 総菜関連事業等

(持分法適用関連会社）
PT. Intan Kenkomayo Indonesia

（億インドネシアルピア）

800
49.0
（―） その他

（注）１．「主要な事業内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
２．「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の（内書）は、間接所有割合であります。
３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

③ その他
該当事項はありません。
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（11）主要な事業内容
当連結会計年度における、その主要な取扱い品目は次のとおりであります。

区 分 主 要 品 目 売上高構成比率

調味料・加工食品事業
マヨネーズ、ドレッシング、ソース、ポテトサラダ・パ
スタサラダ・ツナサラダ等のロングライフサラダ、タマ
ゴサラダ・厚焼き卵等のタマゴ加工品

％
77.89

総菜関連事業等 フレッシュサラダ、和惣菜等 21.09

その他 ポテトサラダ・ミックスフルーツサラダ等 1.02

合 計 100.0

（12）主要拠点等
当社事業所
① 販売拠点 札幌・仙台・高崎・千葉・東京・静岡・名古屋・京都・大阪・神戸・岡山・広島・高松・福

岡・鹿児島
② 生産拠点 厚木（神奈川）・山梨（山梨）・御殿場（静岡）・静岡富士山（静岡）・西日本（京都）・神戸

（兵庫）・西神戸（兵庫）
関係会社事業所

販売及び
生産拠点

白老（北海道）・会津若松（福島）・入間（埼玉）・小田原（神奈川）・東村山（東京）・綾部
（京都）・吹田（大阪）・福山（広島）・佐賀（佐賀）・ジャカルタ（インドネシア）

（13）従業員の状況

区 分 従 業 員 数（名）
調味料・加工食品事業 624（ 845）
総菜関連事業等 371（ 1,091）
その他 36（ 108）

合 計 1,031（ 2,044）
（注）従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数

であります。
従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
臨時従業員はパートナー社員及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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（14）主要な借入先

借入先 借入金残高
株式会社日本政策金融公庫 1,078 百万円

株式会社みずほ銀行 924
株式会社三井住友銀行 799
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 718
農林中央金庫 697
静岡県信用農業協同組合連合会 55
株式会社商工組合中央金庫 48
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2．会社の株式に関する事項
（1）発行済株式の総数 16,476,000株 （自己株式 500,665株を含む）
（2）株主数 14,965名 （前期末比 3,056名減）
（3）大株主

株主名 持株数 持株比率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,515,600 株 9.49 ％

株式会社ティーアンドエー 1,457,600 9.12
第一生命保険株式会社 757,000 4.74
鈴与コンストラクションホールディングス株式会社 623,000 3.90
日本生命保険相互会社 577,200 3.61
株式会社三井住友銀行 559,200 3.50
キッコーマン株式会社 491,000 3.07
一般財団法人旗影会 450,000 2.82
伊藤忠商事株式会社 448,000 2.80
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 366,300 2.29
（注）１．当社は、自己株式を500,665株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は発行済株式の総数から自己株式数を控除して算出しております。
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（4）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

3．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等 （2024年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役会長 炭 井 孝 志
代表取締役社長 島 本 国 一 経営企画本部・海外事業本部担当
取 締 役 副 社 長 寺 島 洋 一 管理部門・品質保証本部担当
取 締 役 川 上 学 販売部門・流通本部担当
取 締 役 立 花 健 二 商品本部・商品開発本部・購買本部担当
取 締 役 奈良岡 弘之 生産部門・関連事業本部担当
取 締 役 三 田 智 子 三田智子税理士事務所代表
取 締 役 小 町 千 治 TOPPANホールディングス株式会社相談役
取 締 役 吉江 由美子 学校法人東洋大学食環境科学部食環境学科教授
常 勤 監 査 役 渡 辺 亮 彦
常 勤 監 査 役 村 田 隆
監 査 役 田 島 正 人
監 査 役 佐 藤 清 春 佐藤清春税理士事務所代表
（注）１．取締役 三田智子氏、小町千治氏、吉江由美子氏は、社外取締役であります。なお、三田智子氏、小町千治氏、吉江由美

子氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
２．監査役 田島正人氏、佐藤清春氏は、社外監査役であります。なお、田島正人氏、佐藤清春氏は、東京証券取引所の定め

に基づく独立役員であります。
３．村田隆氏は、長年にわたる経理業務を経験し、財務及び会計に関する幅広い知識と深い識見を有しております。
４．小町千治氏は、2023年６月14日付けでセメダイン株式会社社外取締役を退任しております。また、2024年３月31日付け

でTOPPANホールディングス株式会社相談役を退任しております。
５．2023年６月28日開催の第66回定時株主総会終結の時をもって、神田憲樹氏が辞任により監査役を退任いたしました。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役３名及び社外監査役２名は、会社法第427条第１項及び当社現行定款第32条第２項、第

42条第２項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく賠償の限度額は、法令に定める最低責任限度額です。なお、当該責任限定契約に基づく責任制限が認
められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過
失が無い場合に限られます。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社及び当社の子会社の取締役、監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定す

る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、役員等としての職
務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を、当該保
険契約により填補することとしております。すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担して
おります。

（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
当社の取締役の報酬に関する基本方針は取締役会で決議しております。その概要は次のとおりです。な

お、取締役会の諮問機関である指名報酬委員会では、取締役の個人別の報酬等の内容と決定方針の整合性等
を確認したうえで答申しているため、取締役会も当該答申を尊重し、取締役の個人別の報酬の内容が決定方
針に沿うものであると判断しております。
① 報酬等（業績連動報酬等又は非金銭報酬等でないもの）の額又は算定方法の決定に関する方針

固定報酬については、指名報酬委員会が取締役の役位、職責等に応じて支給額を決定し、取締役会に
報告することとしております。社外取締役については、固定報酬のみとしております。
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② 業績連動報酬等に係る業績指標の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針
業績連動報酬は、各事業年度の連結営業利益、連結経常利益、税金等調整前当期純利益、連結ROE、

連結ROIC等の目標値に対する達成率に応じて指名報酬委員会が算出し、取締役会に報告のうえで、この
額を支給することとしております。
【第67期における業績連動報酬の算出方法】
１.評価対象とする業績指標は、業績向上に対する意識を高めるため、期末の連結経常利益とする。
２.業績連動報酬は、実績が連結経常利益の公表値を上回った場合に支給する。
３.業績連動報酬の総額は、連結経常利益の公表値を上回った額に、指名報酬委員会が定める一定係数

を乗じて算出する。ただし、当該係数は配当性向を下回る数値とする。
４.各対象取締役に対する業績連動報酬は、上記３で算出した総額を、基本報酬月額の比率により配分

する。
なお、第67期における連結経常利益は「１.（9）財産及び損益の状況の推移（連結）」に記載のとおり

であります。

③ 非金銭報酬等の内容及び額若しくは数又はその算定方法の決定に関する方針
非金銭報酬等は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締

役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式としております。

④ ①〜③の報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務固定報酬と業績連動報酬の割合は、取締役の役位、職責等を踏まえて指名報酬委員会が決定し、

取締役会に報告しております。社外取締役については固定報酬のみとしております。

⑤ 報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
固定報酬は、月例の固定金銭報酬としております。固定報酬は、指名報酬委員会が取締役の役位、職

責等に応じて定め、取締役会に報告しております。業績連動報酬は、事業年度終了後、同年３月決算で
の連結営業利益、連結経常利益、税金等調整前当期純利益、連結ROE、連結ROIC等を勘案のうえで指名
報酬委員会が定め、取締役会に報告することとし、年１回、株主総会終結後に金銭により支給すること
としております。社外取締役については、固定報酬のみとしております。
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⑥ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
各取締役に個人別に支給する報酬等の内容については、指名報酬委員会を構成する各取締役等に決定

を委任するものとし、指名報酬委員会を構成する各取締役等は、当社の業績等を踏まえ、株主総会で決
議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の役位、職責等に応じて決定しております。指名報酬
委員会は、社外取締役３名（委員長を含む）、代表取締役会長１名、取締役副社長１名の計５名から構成
されます。委任した理由は、社外取締役の適切な関与、助言を取り入れ、審議の透明化を図るためであ
ります。

監査役については、独立性確保の観点から、月額報酬のみとします。

【指名報酬委員会の構成】
構成員の氏名 役 割 地位及び担当

三田 智子 委員長 社外取締役
小町 千治 委員 社外取締役
吉江 由美子 委員 社外取締役
炭井 孝志 委員 代表取締役会長
寺島 洋一 委員 取締役副社長、管理部門・品質保証本部担当

⑦ 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬 業績連動
報酬等

取締役
(うち社外取締役)

213
(14)

177
(14)

35
(−)

12
(5)

監査役
(うち社外監査役)

21
(6)

21
(6)

−
(−)

5
(3)

（注）１．取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第49回定時株主総会において、使用人分給与を含まず年額３億円以内と
決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の人数は９名であります。また、上記報酬限度額とは別枠
で、2022年６月28日開催の第65回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対して、譲渡制限付株式報酬
に関する報酬として支給する金銭報酬債権の総額を年額60百万円以内、各事業年度に割り当てる譲渡制限株式の上限３万
株と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の人数は６名であります。

２．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第49回定時株主総会において、年額５千万円以内と決議いただいており
ます。当該定時株主総会終結時点の監査役の人数は４名であります。
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（5）社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係

取締役三田智子氏は三田智子税理士事務所代表、取締役吉江由美子氏は学校法人東洋大学食環境科学部
食環境学科教授、監査役佐藤清春氏は佐藤清春税理士事務所代表であり、また、取締役小町千治氏はセメ
ダイン株式会社の社外取締役（2023年６月退任）及びTOPPANホールディングス株式会社相談役
（2024年３月退任）でありましたが、いずれも兼職先と当社との間に特別な関係はございません。

②当事業年度における主な活動状況
取締役会等への出席状況及び活動状況
当事業年度に16回開催された取締役会において、三田智子氏は16回出席しております。小町千治氏は、

2023年６月28日の就任後に開催された13回の取締役会のうち13回出席しております。吉江由美子氏は、
2023年６月28日の就任後に開催された13回の取締役会のうち12回出席しております。
監査役の田島正人氏は、当事業年度に開催された16回の取締役会のうち16回出席し、佐藤清春氏は、

2023年６月28日の就任後に開催された13回の取締役会のうち13回出席しております。
三田智子氏は税理士としての見解と知識から、小町千治氏は長年にわたる企業経営者としての豊富な経

験と幅広い識見から、吉江由美子氏は食品化学、食品分析学分野研究の専門家としての広範な知見から、
各々取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
また、当事業年度に開催された16回の監査役会において、田島正人氏は16回出席し、佐藤清春氏は

2023年６月28日の就任後に開催された13回の監査役会のうち13回出席し、各々必要に応じて報告や意
見表明を行っております。当事業年度は、工場・支店及び子会社を対象とした業務監査を13回実施し、そ
の検討の場においても各々専門的見地から積極的に助言・提言を行っております。
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4．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当事業年度の報酬等の額 54百万円
②当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 54百万円

（注）１．監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な書類の入手や報告の聴取を通じ
て、会計監査人の監査計画の内容や事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根拠等を検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確にしておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．報酬等の額は、消費税抜きの金額で記載しております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の

決議により会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議目的とすることにいたします。
当社では、監査役会が、会社法第340条第１項各号に該当すると判断したときは、会計監査人を解任する

方針です。また、会計監査人の継続監査年数などを勘案し、再任・不再任の決定を行う方針であります。
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5．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するた

めの体制
内部統制システム構築に関して取締役会で決議した内容は、次のとおりであります。

①総論
本決議は、会社法第362条第５項に基づき、代表取締役により具体的に実行されるべき当社の内部統

制システムの構築において、代表取締役が遵守すべき基本方針を明らかにするとともに、会社法施行規
則第100条の定める同システムの体制整備に必要とされる各条項に関する大綱を定めるものである。
本決議に基づく内部統制システムの構築は、各条項に定める担当者の下で、可及的速やかに実行すべ

きものとし、かつ、内部統制システムについての不断の見直しによってその改善を図り、効率的で適法
な企業体制を作ることを目的とする。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、「取締役会規程」、「文書管理規程」その他関連

規程に従い、適切に保存及び管理（廃棄含む）の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程
等の見直しを行う。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、会社経営を取り巻く各種リスクの管理を主管する機関としてリスク管理委員会を設置する。

リスク管理委員会はリスク管理に係る規程の整備、運用状況の確認を行うものとする。
④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

日常の職務遂行に際しては、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等に基づき権限の委譲が行われ、各
レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。

⑤取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 当社は、「グループ憲章」を発行し、当社グループの全従業員・全役員に携帯させるとともに、ス
テークホルダーの立場の尊重を内容に含む企業行動憲章・行動規範を理解・浸透させている。

ロ 当社は、社内の問題・不祥事の未然防止を主管する機関として倫理委員会を設置する。倫理委員会
は「倫理委員会規程」に基づき、各種相談・内部通報の窓口としての役割、及びその連絡方法を全従
業員に周知徹底させるとともに、モラル向上の啓蒙活動を実施する。

ハ 倫理委員会への通報内容がコンプライアンスに関連する事項である場合、倫理委員会は通報者のプ
ライバシーを確保したうえでコンプライアンス委員会の開催を決定する。コンプライアンス委員会は
「コンプライアンス委員会規程」に基づき、問題の速やかな解決を図るとともに、再発防止の対策を
講じるものとする。
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⑥当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ 生産本部、各本部に所属する各子会社の社長により構成される関連経営会議を定期的に開催し、各
子会社の当社への報告体制、危機管理体制、取締役等の職務執行の効率性、取締役等と使用人の職務
執行の適法性及び定款への適合性を管理するものとする。同各本部は、各子会社の業務内容に問題を
発見した場合、速やかに当社取締役会及び監査役会に報告するものとする。

ロ 当社は、当社及び各子会社の内部監査を主管する機関として監査室を設置する。監査室は、各子会
社等に損失の危険が発生したことを把握した場合、当該危険の内容及び想定される影響等について、
速やかに当社取締役会及び監査役会に報告するものとする。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ 倫理委員会には、監査役１名以上を招集するものとする。監査役が出席できない場合、倫理委員会
は監査役に対し速やかに倫理委員会議事録を通知する。

ロ コンプライアンス委員会には、監査役１名以上を招集するものとする。監査役が出席できない場
合、コンプライアンス委員会は監査役に対し速やかにコンプライアンス委員会議事録を通知する。

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 各監査役は、「監査役会規程」に拠り定める監査方針・相互の職務分掌等に基づき、実効的な監査
を実施するものとする。

ロ 監査室は、「内部監査規程」に基づき行う各種監査の結果を監査役に報告し、また監査役との意見
交換を通じて監査役の監査の実効性確保に協力する。

ハ 監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法に基づく費用の前払等の請求をしたとき
は、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められたときを除き、
速やかに当該費用又は債務を処理する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概略は次のとおりであります。

①職務執行における適正及び効率性の確保に関する取組み
イ 当社グループにおける内部統制システムは、内部統制室が業務の適法な遂行状況、リスク管理への
対応等を含めた業務の妥当性等の監査を継続的に行っており、内部統制評価委員会に報告し、業務の
効率的運営及び責任体制の確立を図っております。また、財務報告に係る内部統制の有効性の評価を
行っております。

ロ 当社グループはコンプライアンス意識の向上、徹底を図るためコンプライアンス委員会によるコン
プライアンス研修等を必要に応じて行っております。また、内部通報制度における通報においても即
時対応できる体制を確保しております。
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ハ 当社グループ内における不正又は不祥事への速やかな対応及び再発防止のために、常設の機関とし
て倫理委員会を設置しており、当社グループの内部通報に係る一元的相談窓口としてモラル向上を図
っております。

②取締役の職務執行の適正及び効率性の確保に関する取組み
当社グループでは、取締役、執行役員及び監査役で構成される常務会を原則毎週１回開催しておりま

す。重要な投資案件及び業務に関する重要事項を十分に協議し経営判断の適正性を確保しております。
③当社グループにおける業務の適正の確保に関する取組み

グループ会社の重要な事項については、生産本部が関連経営会議を定期的に開催し、各子会社の業務
及びリスクを管理しております。同本部は、各子会社の業務内容に問題を発見した場合、速やかに当社
取締役会に報告しております。

④リスク管理に関する取組み
当社グループでは、想定されるリスク及びクライシスリスクをリストアップし、そのリスクを適切に

管理しております。また、内容によりリスク管理委員会を開催し対応状況の確認等を行い、重大なリス
ク事項については、当社の取締役会等へ報告され、対応を審議しております。

⑤監査役監査の実効性の確保に関する取組み
監査役は、取締役会等に出席して意見を述べるほか、取締役の業務執行の適法性、妥当性、効率性等

を幅広く検証する等の経営監視を実施しております。また、監査室との緊密な連携のもと、定期的かつ
随時必要な監査を実施しており、会計監査人とは監査実施状況、内部統制の評価等に関する意見交換等
を適宜行っております。

（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、企業価値の向上を目指すとともに、株主の皆様に安定的な配当を維持・継続し、業績に

応じて配当水準を高めることを基本方針としております。
当期の期末配当金におきましては、2024年２月13日付の「2024年３月期 通期連結業績予想の上方修正
及び配当予想修正（増配）に関するお知らせ」で公表した配当予想のとおり20円といたしました。これによ
り、中間配当金10円を加えた年間配当金は１株当たり30円となります。
なお、今後は、安定的かつ会社業績に応じた株主への利益還元を柔軟に実施するためにDOE（株主資本配

当率）を算出する際の基本的な考え方として進めてまいります。
次期（2025年３月期）の配当金は、年間34円の配当金予想とさせていただきます。
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指名報酬委員会
取締役及び監査役の指名、報酬等に係る手続の公正性・透明性・客観性を
強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機
関として設置しております。委員５名中の３名は独立社外取締役であり、
委員長は委員の互選により社外取締役から選定されます。

サステナビリティ推進室
持続可能な社会の実現に向け、当会社がサステナビリティ方針に基づく
「環境」「社会」「健康」への貢献を推進するため、取組みを全体的に検
討・推進するための組織体として設置しております。

CSR委員会
食育、地域社会（商品提供、協賛・寄付等）、各種美化活動、環境保全、
産学連携、国際社会への貢献活動を担う会議体であり、その活動内容の一
部を当社のコーポレートサイトにて紹介しております。

リスク管理委員会

各部門・本部の責任者から構成され、リスク情報を収集・分析・評価し、
リスク管理体制を構築・維持管理するとともに、BCP策定委員会を編成し
て指示・支援を行っています。重大クライシスリスク発生時には対策状況
を適時把握し社長に報告する体制となっており、平時においても定期的に
リスク管理委員長が取締役会に報告しております。

コンプライアンス委員会
コンプライアンスに関する教育研修計画を策定・実施するとともに、重大
なコンプライアンス違反発生時には関連部署への調査の指示、調査報告の
受理、再発防止策の審議、決定を行い、必要に応じて取締役会に報告する
こととしております。

倫理委員会
内部通報受付窓口として通報内容に基づき速やかに事実確認調査を実施
し、調査の結果重大な法令違反が認められる場合はコンプライアンス委員
会の招集を請求するとともに、通報者等に対するフォロー及び再発防止策
を実施しております。

内部統制評価委員会
内部統制の整備及び運用状況、並びに内部統制の有効性評価結果等を代表
取締役社長、取締役及び監査役へ適時報告し、指示及び助言を受け、プロ
セスオーナーに対し改善指導を行っております。
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連結貸借対照表（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 第67期 （ご参考）
第66期

▶ 資産の部 （67,370） （62,229）
Ⅰ 流動資産 36,575 29,651

現金及び預金 15,729 12,289
受取手形 292 65
売掛金 16,202 13,218
商品及び製品 2,679 2,514
仕掛品 11 15
原材料及び貯蔵品 1,309 1,092
未収入金 71 30
未収還付法人税等 − 66
その他 278 358
貸倒引当金 △0 △0

Ⅱ 固定資産 30,795 32,577
有形固定資産 22,500 24,738
建物及び構築物 10,066 10,688
機械装置及び運搬具 6,135 7,711
工具、器具及び備品 243 277
土地 6,021 6,021
リース資産 31 38
建設仮勘定 2 0

無形固定資産 1,308 807
投資その他の資産 6,986 7,031
投資有価証券 5,484 5,582
退職給付に係る資産 497 382
繰延税金資産 167 178
差入保証金 235 240
保険積立金 533 576
その他 97 100
貸倒引当金 △29 △30

合 計 67,370 62,229

科 目 第67期 （ご参考）
第66期

▶ 負債の部 （28,391） （25,435）
Ⅰ 流動負債 21,866 18,087

買掛金 13,254 11,479
電子記録債務 1,066 845
１年内返済予定の長期借入金 506 1,144
未払金 3,849 2,824
未払法人税等 921 228
賞与引当金 437 428
役員賞与引当金 38 27
営業外電子記録債務 5 0
その他 1,785 1,107

Ⅱ 固定負債 6,524 7,348
長期借入金 3,815 4,321
退職給付に係る負債 418 347
長期未払金 2,070 2,501
資産除去債務 119 119
繰延税金負債 48 −
その他 50 57

▶ 純資産の部 （38,978） （36,794）
Ⅰ 株主資本 37,372 35,221

資本金 5,424 5,424
資本剰余金 5,691 5,691
利益剰余金 27,064 24,635
自己株式 △808 △530

Ⅱ その他の包括利益累計額 1,606 1,572
その他有価証券評価差額金 1,537 1,573
為替換算調整勘定 42 15
退職給付に係る調整累計額 26 △15

合 計 67,370 62,229



連結計算書類

57

連結損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 第67期 （ご参考）
第66期

売上高 88,724 82,363
売上原価 70,706 67,737
売上総利益 18,017 14,625
販売費及び一般管理費 15,068 14,520
営業利益 2,949 105
営業外収益 226 158
持分法による投資利益 40 −
受取賃貸料 15 16
受取利息及び配当金 39 41
雇用調整助成金 − 0
その他 130 100

営業外費用 75 94
支払利息 49 59
持分法による投資損失 − 4
その他 26 30

経常利益 3,099 169
特別利益 673 585
持株変動利益 − 45
固定資産売却益 0 −
投資有価証券売却益 569 302
補助金収入 103 238
その他 0 −

特別損失 5 106
固定資産圧縮損 − 102
固定資産除却損 5 3
その他 − 0

税金等調整前当期純利益 3,767 648
法人税、住民税及び事業税 965 334
法人税等調整額 66 △171
当期純利益 2,735 485
親会社株主に帰属する当期純利益 2,735 485
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連結株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,424 5,691 24,635 △530 35,221
当期変動額

剰余金の配当 △306 △306
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,735 2,735

自己株式の取得 △278 △278
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − 2,429 △278 2,150
当期末残高 5,424 5,691 27,064 △808 37,372

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 1,573 15 △15 1,572 36,794
当期変動額

剰余金の配当 △306
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,735

自己株式の取得 △278
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △35 26 42 33 33

当期変動額合計 △35 26 42 33 2,184
当期末残高 1,537 42 26 1,606 38,978
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（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 第67期

税金等調整前当期純利益 3,767

減価償却費 2,699

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 8

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 11

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7

受取利息及び受取配当金 △39

支払利息 49

投資有価証券売却損益（△は益） △569

固定資産除却損 5

補助金収入 △103

売上債権の増減額（△は増加） △3,210

棚卸資産の増減額（△は増加） △378

仕入債務の増減額（△は減少） 1,996

前払費用の増減額（△は増加） 19

未払金の増減額（△は減少） 1,084

未払消費税等の増減額（△は減少） 398

未払費用の増減額（△は減少） 191

その他の資産の増減額（△は増加） △43

その他の負債の増減額（△は減少） 266

その他 △40

小計 6,119

利息及び配当金の受取額 39

利息の支払額 △49

補助金の受取額 103

法人税等の支払額 △335

法人税等の還付額 80

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,957

科 目 第67期

有形固定資産の取得による支出 △277

無形固定資産の取得による支出 △636

投資有価証券の取得による支出 △12

投資有価証券の売却による収入 685

その他 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △239

長期借入金の返済による支出 △1,143

自己株式の取得による支出 △278

配当金の支払額 △307

割賦債務の返済による支出 △540

その他 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,277

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,440

現金及び現金同等物の期首残高 12,289

現金及び現金同等物の期末残高 15,729
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称
㈱ダイエットクック白老
ライラック・フーズ㈱
㈱関東ダイエットクック
㈱関東ダイエットエッグ
㈱関西ダイエットクック
㈱ダイエットクックサプライ
㈱九州ダイエットクック
サラダカフェ㈱
㈱ハローデリカ

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社数 １社

持分法適用関連会社の名称
PT.Intan Kenkomayo Indonesia

（2）持分法適用手続に関する特記事項
PT.Intan Kenkomayo Indonesiaの決算日は12月31日であります。
決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の直近の事業年度に係る財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を

採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物・・・・・10〜42年
機械装置及び運搬具・・・５〜10年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいて

おります。
③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権
については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し

ております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、調味料・加工食品事業及び総菜関連事業等に関する取引の対価は、概ね２か月以内に受領して

おり、重要な金融要素及び重要な対価の変動はありません。
イ．調味料・加工食品事業
調味料・加工食品事業においては、主に外食向け・食品加工業向けにポテトやごぼう、ツナ等を使

用したロングライフサラダ等のサラダ・総菜類、厚焼き卵や錦糸卵、タマゴサラダ等のタマゴ加工
品、及びマヨネーズ・ドレッシング類の製造・販売を行っております。
このような製品の販売については、顧客との契約に基づき約束した各製品の支配が顧客に移転した

時点で、各製品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に
関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
ロ．総菜関連事業等

総菜関連事業等は、国内の連結子会社７社が行う事業であり、主にスーパーや量販店向けに日配サ
ラダや和惣菜等のフレッシュ総菜の製造・販売を行っております。
このような製品の販売については、顧客との契約に基づき約束した各製品の支配が顧客に移転した

時点で、各製品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に
関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
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（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
・退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準を採用しております。
数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 34,071百万円

２．固定資産の取得価額から直接減額している国庫補助金等の圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物及び構築物 1,351百万円
機械装置及び運搬具 775百万円
工具、器具及び備品 0百万円
土地 283百万円

合計 2,410百万円

３．期末日満期手形
期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、連結会計年

度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたもとみなして処理しており
ます。
受取手形 224百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項

当連結会計年度期首株式数
（株）

当連結会計年度増加株式数
（株）

当連結会計年度減少株式数
（株）

当連結会計年度末株式数
（株）

普通株式 16,476,000 − − 16,476,000

２．自己株式に関する事項
当連結会計年度期首株式数

（株）
当連結会計年度増加株式数

（株）
当連結会計年度減少株式数

（株）
当連結会計年度末株式数

（株）
普通株式 350,578 150,087 − 500,665

（※）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得150,000株及び単元未満株式の買取り87株による増加分で
あります。
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３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2023年５月15日
取締役会 普通株式 145 9.00 2023年３月31日 2023年６月９日

2023年11月13日
取締役会 普通株式 161 10.00 2023年９月30日 2023年12月13日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり、決議をしております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2024年５月13日
取締役会 普通株式 利益剰余金 319 20.00 2024年３月31日 2024年６月７日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組み方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は大口定期
預金等の金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は銀行借入により調達する方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は、

主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
営業債務である買掛金、電子記録債務及び未払金は、１年以内の支払期日であります。また、長期借入

金及び長期未払金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最
長で９年後であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、「与信管理規程」に従
い、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理
するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社に
ついても、当社の「与信管理規程」に準じて、同様の管理を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき財務経理本部が適時に資金繰りを確認・更新することにより適正

な手許流動性を維持することで、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「電子記録債務」「未払金」につきましては、現金であること
又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。ま
た、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 3,622百万円）は、「その他有価証券」には含めておりま
せん。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券

その他有価証券 1,862 1,862 −
資産計 1,862 1,862 −

長期借入金 4,322 4,195 △126

長期未払金 2,500 2,358 △141

負債計 6,822 6,554 △268
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 （単位：百万円）

区分
時価 連結貸借

対照表計上額 差額
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,862 − − 1,862 1,862 −

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 （単位：百万円）

区分
時価 連結貸借

対照表計上額 差額
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 4,195 − 4,195 4,322 △126

長期未払金 − 2,358 − 2,358 2,500 △141

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金、長期未払金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、１年以内に返済予定の長期借
入金、長期未払金を含めた金額を記載しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを財
又はサービスの種類別に分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

報告セグメント その他
（注） 合計調味料・加工

食品事業
総菜関連
事業等 計

サラダ・総菜類 21,903 − 21,903 − 21,903
タマゴ加工品 18,748 − 18,748 − 18,748
マヨネーズ・ドレッシング類 26,996 − 26,996 − 26,996

フレッシュサラダ・和惣菜等 − 18,714 18,714 − 18,714

その他 1,453 − 1,453 908 2,361

外部顧客への売上高 69,101 18,714 87,815 908 88,724
（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、ショップ事業の売上高を表しており

ます。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりです。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,439円 95銭
２．１株当たり当期純利益 169円 90銭

各注記の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



計算書類

70

貸借対照表（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 第67期 （ご参考）
第66期

▶ 資産の部 （54,940） （50,320）
Ⅰ 流動資産 31,427 25,325

現金及び預金 12,860 9,830
受取手形 241 15
売掛金 14,059 11,479
電子記録債権 51 50
商品及び製品 2,752 2,543
仕掛品 2 3
原材料及び貯蔵品 978 739
前払費用 71 93
関係会社短期貸付金 100 200
未収入金 154 78
未収還付法人税等 − 66
その他 154 224
貸倒引当金 △0 △0

Ⅱ 固定資産 23,512 24,995
有形固定資産 14,627 16,337
建物 5,173 5,514
構築物 331 359
機械及び装置 4,586 5,876
車両運搬具 0 0
工具、器具及び備品 167 216
土地 4,338 4,338
リース資産 26 32
建設仮勘定 2 −

無形固定資産 1,287 780
投資その他の資産 7,597 7,876
投資有価証券 5,006 5,151
関係会社株式 1,485 1,485
繰延税金資産 − 72
差入保証金 173 178
保険積立金 533 576
前払年金費用 397 407
その他 90 92
貸倒引当金 △88 △88

合 計 54,940 50,320

科 目 第67期 （ご参考）
第66期

▶ 負債の部
Ⅰ 流動負債

電子記録債務
買掛金
１年内返済予定の長期借入金
未払金
未払費用
未払法人税等
賞与引当金
役員賞与引当金
営業外電子記録債務
その他

Ⅱ 固定負債
長期借入金
長期未払金
退職給付引当金
資産除去債務
繰延税金負債
その他

▶ 純資産の部
Ⅰ 株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
別途積立金
繰越利益剰余金

自己株式
Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

（19,187）
18,227
1,066

12,307
176

2,563
459
792
324
35
5

495
960
−

397
354
114
46
47

（35,752）
34,255
5,424
5,691
5,691
23,948

138
23,810
20,599
3,210
△808
1,496
1,496

（16,329）
15,239

845
10,705

882
1,946
357
87

334
24
0

55
1,089
176
398
347
114
−
53

（33,991）
32,482
5,424
5,691
5,691
21,897

138
21,759
20,599
1,158
△530
1,508
1,508

合 計 54,940 50,320
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損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 第67期 （ご参考）
第66期

売上高 70,130 64,659
売上原価 57,103 54,800
売上総利益 13,027 9,859
販売費及び一般管理費 11,020 10,559
営業利益又は営業損失（△） 2,006 △700
営業外収益 585 490
受取賃貸料 58 59
受取利息及び配当金 448 338
貸倒引当金戻入額 1 16
その他 76 76

営業外費用 20 26
支払利息 2 9
貸倒引当金繰入額 2 0
その他 15 16

経常利益又は経常損失（△） 2,571 △235
特別利益 615 273
補助金収入 46 155
投資有価証券売却益 569 118

特別損失 0 103
固定資産圧縮損 − 102
固定資産除却損 0 0

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 3,187 △66
法人税、住民税及び事業税 683 41
法人税等調整額 145 △163
当期純利益 2,357 56
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株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 5,424 5,691 5,691 138 20,599 1,158 21,897
当期変動額
剰余金の配当 △306 △306
当期純利益 2,357 2,357
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − − − − 2,051 2,051
当期末残高 5,424 5,691 5,691 138 20,599 3,210 23,948

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △530 32,482 1,508 1,508 33,991
当期変動額
剰余金の配当 △306 △306
当期純利益 2,357 2,357
自己株式の取得 △278 △278 △278
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △11 △11 △11

当期変動額合計 △278 1,773 △11 △11 1,761
当期末残高 △808 34,255 1,496 1,496 35,752
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記等

１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。
市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法を採用しております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採

用しております。

２．固定資産の減価償却方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物・・・・10〜38年
機械及び装置・・・・５〜10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。
（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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（3）役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。
（4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）に基づく定率法によって翌事業年度より費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、調味料・加工食品事業に関する取引の対価は、概ね２か月以内に受領しており、重要な金融要素

及び重要な対価の変動はありません。
・調味料・加工食品事業

調味料・加工食品事業においては、主に外食向け・食品加工業向けにポテトやごぼう、ツナ等を使
用したロングライフサラダ等のサラダ・総菜類、厚焼き卵や錦糸卵、タマゴサラダ等のタマゴ加工品、
及びマヨネーズ・ドレッシング類の製造・販売を行っております。

このような製品の販売については、顧客との契約に基づき約束した各製品の支配が顧客に移転した
時点で、各製品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に関
する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．区分掲記されていない関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 439百万円
短期金銭債務 1,275百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 25,136百万円

３．固定資産の取得価額から直接減額している国庫補助金等の圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物 1,241百万円
構築物 2百万円
機械及び装置 760百万円
車両運搬具 0百万円
工具、器具及び備品 0百万円
土地 283百万円

合計 2,290百万円

４．保証債務の明細
関係会社の金融機関等からの借入等に対し次のとおり保証を行っております。
被保証者 保証金額
㈱関東ダイエットクック 3,802百万円
㈱ダイエットクック白老 2,390百万円

合計 6,193百万円

５．期末日満期手形
期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、事業年度末

日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたもとみなして処理しておりま
す。
受取手形 224百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
売上高 1,028百万円
仕入高 6,978百万円
営業取引以外の取引高 468百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 350,578 150,087 − 500,665

（※）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得150,000株及び単元未満株式の買取り87株による増加分で
あります。

(税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の主な内訳は、長期未払金及び賞与引当金であり、評価性引当額を控除しております。繰延税金

負債の主な内訳は、その他有価証券評価差額金であります。

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等 事業上の関係

子会社 ㈱関東ダイエットクック 所有
直接 100.0 ― 債務保証 債 務 保 証

（注1） 3,802 ― ―

子会社 ㈱ダイエットクック白老 所有
直接 100.0 ― 債務保証 債 務 保 証

（注1） 2,390 ― ―

子会社 ㈱関東ダイエットエッグ 所有
直接 100.0 ― 製品の仕入

タマゴ加工
食品の購入
（注2）

3,221 買 掛 金 573

取引条件及び取引条件の決定方法
（注1）子会社の借入金等に対し、債務保証を行っておりますが、保証料の受け入れはしておりません。
（注2）製品等の購入については、市場の実勢価格を勘案し、価格交渉のうえ、決定しております。

（収益認識に関する注記）
連結注記表（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,237円 98銭
２．１株当たり当期純利益 146円 44銭

各注記の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の連結監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月20日

ケンコーマヨネーズ株式会社
取締役会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 長 﨑 康 行
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 和 久 友 子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ケンコーマヨネーズ株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日

までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ケンコーマヨ

ネーズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結

計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を
負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月20日

ケンコーマヨネーズ株式会社
取締役会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 長 﨑 康 行
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 和 久 友 子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケンコーマヨネーズ株式会社の2023年４月１日から2024年３

月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第67期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査

役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(２)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部統制室、その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(１)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(２)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(３)連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年５月22日

ケンコーマヨネーズ株式会社 監査役会
常勤監査役 渡 辺 亮 彦 ㊞
常勤監査役 村 田 隆 ㊞
社外監査役 田 島 正 人 ㊞
社外監査役 佐 藤 清 春 ㊞

以 上
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北口

南口
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株主総会会場ご案内図

会 場

2024年６月25日（火曜日）午前10時（開場�午前９時）

中野セントラルパーク カンファレンス
住�所：東京都中野区中野４丁目10番２号

日 時

交通手段のご案内 JR�中央線・総武線／東京メトロ�東西線�中野駅北口より徒歩５分


